
子発０７０６第３号 

平成３０年７月６日 

 

  都 道 府 県 知 事 

各 指 定 都 市 市 長  殿 

  児童相談所設置市市長 

 

厚生労働省子ども家庭局長 

( 公 印 省 略 ) 

 

 

「乳児院・児童養護施設の高機能化及び多機能化・機能転換、小規模 

かつ地域分散化の進め方」について 

 

 

平成 28 年の児童福祉法等の一部を改正する法律（平成 28 年法律第 63 号）におい

て、子どもが権利の主体であることが位置付けられるとともに、子どもの家庭養育優

先原則が明記された。 

また、児童福祉法等の抜本的な改正を受けて、平成 29 年８月に「新たな社会的養

育の在り方に関する検討会」において、今後の社会的養育の在り方を示す「新しい社

会的養育ビジョン」が取りまとめられた。 

これまで、施設の専門性を活かし、子どもを保護し、養育する重要な役割を担って

きた乳児院や児童養護施設については、家庭養育優先原則を進める中においても、施

設での養育を必要とする子どもの養育に関し、「できる限り良好な家庭的環境」にお

いて、高機能化された養育や親子関係再構築に向けた保護者等への支援を行うととも

に、里親や特別養子縁組を含む在宅家庭への支援等を行うことなど、施設の高機能化

及び多機能化・機能転換、小規模かつ地域分散化を図ることにより、更に専門性を高

めていくことが期待されている。 

このため、今般、乳児院・児童養護施設において、円滑に取組を進められるよう、施

設及び自治体関係者向けのマニュアル、参考資料として、「乳児院・児童養護施設の高機

能化及び多機能化・機能転換、小規模かつ地域分散化の進め方」を別添のとおり取り

まとめたので、通知する。 

貴職におかれては、内容について御了知いただき、児童相談所はじめ管内の市区町

村、乳児院や児童養護施設等の関係機関に対し周知を図るとともに、別途通知してい

る「都道府県社会的養育推進計画」の策定と併せて、乳児院・児童養護施設の高機能

化及び多機能化・機能転換、小規模かつ地域分散化に向けて、一層の取組をお願いす

る。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規定

に基づく技術的助言である。 
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乳児院・児童養護施設の高機能化及び多機能化・機能

転換、小規模かつ地域分散化の進め方 

 
 

はじめに：高機能化及び多機能化・機能転換、小規模かつ地域分散化に向けて目指すべき

方向性 
 

第Ⅰ 高機能化及び多機能化・機能転換、小規模かつ地域分散化に向けて目指すべき方向性 

１．高機能化及び小規模かつ地域分散化のあり方 

２．多機能化・機能転換のあり方 

①一時保護委託の受入体制の整備 

②養子縁組支援やフォスタリング機関の受託をはじめとする里親支援機能の強化 

③市区町村と連携した在宅支援や特定妊婦の支援強化 
 

第Ⅱ 取組を進める上で活用可能な予算制度 

１．職員配置・専門職の配置の充実、小規模かつ地域分散化による養育機能の高機能化 

①施設養育の専門性の強化 

②年長児等の自立支援や退所児童に対するアフターフォロー体制の強化 

２．在宅支援機能や里親支援機能をはじめとする多機能化・機能転換 

①一時保護委託の受入体制の整備 

②養子縁組支援やフォスタリング機関の受託をはじめとする里親支援機能の強化 

③市区町村と連携した在宅支援や特定妊婦の支援強化 
 

第Ⅲ 改正児童福祉法や高機能化及び多機能化・機能転換を踏まえた小規模かつ地域分散

化の更なる推進 
 

第Ⅳ 高機能化及び多機能化・機能転換、小規模かつ地域分散化に向けた職員の人材育成 

１．施設における職員の人材育成を進めるために求められる今後の取り組み 

２．施設における人材育成を進める上で活用可能な研修等 
 

第Ⅴ 計画的な推進に向けて 
 

（参考）乳児院・児童養護施設における取組事例

（別添） 
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はじめに：高機能化及び多機能化・機能転換、小規模かつ地域分散化に向けて目指すべき

方向性 

・ 平成 28 年に児童福祉法等の一部を改正する法律（平成 28 年法律第 63 号。以下「改

正児童福祉法」という。）が全会一致で成立した。この改正児童福祉法においては、昭

和 22 年の制定時から見直されてこなかった理念規定を改正し、子どもが権利の主体で

あることを位置付けるという大きな視点の転換がされるとともに、子どもの家庭養育

優先原則が明記された。 

・ 子どもの家庭養育優先原則を規定した児童福祉法第３条の２では、 

① 国及び地方公共団体は、児童が家庭において心身ともに健やかに養育されるよう、

児童の保護者を支援しなければならない。 

② ただし、児童及びその保護者の心身の状況、これらの者の置かれている環境その

他の状況を勘案し、児童を家庭において養育することが困難であり又は適当でない

場合にあつては児童が家庭における養育環境と同様の養育環境において継続的に養

育されるよう、 

③ 児童を家庭及び当該養育環境において養育することが適当でない場合にあつては

児童ができる限り良好な家庭的環境において養育されるよう、 

必要な措置を講じなければならないこととされた。 

・ これら児童福祉法等の抜本的な改正を受けて、「社会的養護の課題と将来像」を全面

的に見直し、改正児童福祉法に基づく新たなビジョンを提示するため、「新たな社会的

養育の在り方に関する検討会」が設置され、平成 29 年８月に、今後の社会的養育の在

り方を示す「新しい社会的養育ビジョン」が取りまとめられた。 

・ 「新しい社会的養育ビジョン」では、子どもの最善の利益を念頭に、改正児童福祉

法に基づく社会的養育の全体像が示され、市区町村における子ども家庭支援体制の構

築や児童相談所改革等に加え、一時保護改革、里親への包括的支援体制の在り方とし

てフォスタリング機関事業の構築、乳児院等の施設の高機能化及び多機能化・機能転

換、パーマネンシー保障としての特別養子縁組の推進と養親や子どもへの支援、子ど

もの自立支援など、改正児童福祉法の理念等を具体化するとともに、実現に向けた改

革の工程と、里親等委託率（乳幼児75％、学童期以降50％）や特別養子縁組の成立件

数（年間 1,000 件以上）等の具体的な数値目標が示された。 

・ また、「新しい社会的養育ビジョン」では、「できる限り良好な家庭的環境」である

施設入所対象となる子どもは、家庭での養育が困難な子ども及び年長で今までの経緯

より家庭的な生活をすることに拒否的になっている子どもとされ、家庭養育を優先さ

せるため、そのような施設の入所期間は、乳幼児は数か月以内、学童期以降は１年以

内、長くても３年を原則とするとされた。そのような子どもへのケアを実現するため

に、原則として概ね 10 年以内を目途に、小規模化（最大６人）・地域分散化し、常時

２人以上の職員配置を実現し、更に高度のケアニーズに対しては、迅速な専門職（医

師等）対応ができる高機能化を行い、生活単位は最大４人の小規模で４施設までの集

合で行うべきとされている。 

・ これまで、施設の専門性を活かし、子どもを保護し、養育する重要な役割を担って

きた乳児院や児童養護施設については、家庭養育優先原則を進める中においても、施

設での養育を必要とする子ども（家庭での養育が困難な子ども及び年長で今までの経

緯より家庭的な生活をすることに拒否的になっている子ども等）の養育に関し、「で

きる限り良好な家庭的環境」において、高機能化された養育や親子関係再構築に向け

た保護者等への支援を行うとともに、里親や特別養子縁組を含む在宅家庭への支援等
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を行うことなど、施設の多機能化・機能転換を図ることにより、更に専門性を高めて

いくことが期待されている。 

・ 施設の高機能化及び多機能化・機能転換、小規模かつ地域分散化は、子どもの最善

の利益を保障するためのものであることを関係者は共有すべきである。 

・ この「乳児院・児童養護施設の高機能化及び多機能化・機能転換、小規模かつ地域分

散化の進め方」は、「社会的養護の課題と将来像」を全面的に見直し、改正児童福祉法

や「新しい社会的養育ビジョン」で示された基本的な考え方を踏まえ、乳児院・児童養護施

設の高機能化及び多機能化・機能転換、小規模かつ地域分散化の目指すべき方向性を中

心に記述し、施設及び自治体関係者との認識を共通とするとともに、平成 30年度予算

において可能である措置費等の活用方法、職員配置、運営方法などについてとりまとめ、

円滑に取組を進められるよう、施設及び自治体関係者向けのマニュアル、参考資料として

提供するものである。 

・ 本書は、平成 30 年度の予算・制度を前提としたものであるが、家庭養育優先原則の

徹底に向けて、乳児院・児童養護施設の高機能化及び多機能化・機能転換、小規模か

つ地域分散化を更に進めていくためには、これらに必要な人員配置をはじめ、必要な

財政支援の在り方が課題となってくる。厚生労働省としては、これらの課題への対応

について、2019 年度以降の予算において、安定的な財源の確保に向けて、引き続き最

大限努力していくこととしており、それらを踏まえて、本書も逐次改正していく。 

・ また、各施設は本書を参考として検討を進めていくことになるが、実現のためには都

道府県等においても、積極的に予算措置を講じていくことが必要となる。 

・ こうしたことを通じて、都道府県等や各施設においては、地域の実情を踏まえて、

関係者と十分に協議の上、積極的に検討・計画し、取り組んでいただきたい。 

 

 

第Ⅰ 高機能化及び多機能化・機能転換、小規模かつ地域分散化に向けて目指すべき方向性 

・ 改正児童福祉法に基づく家庭養育優先原則の下では、施設の役割・機能を縮小させ

るものではなく、これまで以上に専門的で幅広くしていくことが求められる。 

・ 具体的には、乳児院・児童養護施設においては、地域におけるニーズや資源の状況、

自らの「強み」・「弱み」も踏まえつつ、都道府県等とも調整の上で、以下の具体的な

姿を念頭に、施設長等のリーダーシップの下、施設職員とともに、「地域の社会的養育

を支える専門的な拠点」となるよう、自らの施設を変革していくことを目指していく

べきである。 

施設養育の高機能化の方向性 

・ 家庭での養育が困難な子ども及び年長で今までの経緯より家庭的な生活をする

ことに拒否的になっている子どもに対して、早期の家庭復帰や里親委託等に向けた

専門的な支援や自立支援を含め、更に専門性の高い施設養育を行うこと。 

・ そのための専門性のある職員の配置及び小規模かつ地域分散化を推進すること。 

多機能化・機能転換の方向性 

・ 更に専門性を高めた上で、地域における家庭養育の支援を行うこと。 

・ 具体的には、地域の実情等に応じ、以下に取り組むこと。 

①一時保護委託の受入体制の整備 
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②養子縁組支援やフォスタリング機関（里親養育包括支援機関）の受託をはじめ

とする里親支援機能の強化 

③市区町村と連携した在宅支援や特定妊婦の支援強化 
  

・ 上記の目指すべき姿を達成するための方針について、以下に示す。 

 

１．高機能化及び小規模かつ地域分散化のあり方 

・ 今後、乳児院・児童養護施設においては、家庭での養育が困難な子ども及び年長

で今までの経緯より家庭的な生活をすることに拒否的になっている子どもに対す

る専門性の高い施設養育を行う体制を整える必要がある。 

・ 改正児童福祉法に基づく家庭養育優先原則を進めるに当たっては、乳児院・児童

養護施設においては、こうした子どもの呈する情緒・行動上の問題の解消や軽減を

図りながら生活支援を行う専門的な養育に取り組むことにより、早期の家庭復帰や

養子縁組、里親委託等へとつなげていくことが求められる。 

・ また、「できる限り良好な家庭的環境」、すなわち小規模かつ地域分散化された

施設である地域小規模児童養護施設や分園型小規模グループケアが、高機能化に当

たっての原則となる。 

・ ただし、小規模かつ地域分散化の例外として、特に困難な課題を抱え、「新しい

社会的養育ビジョン」に示されたような、心理職や医師、看護師などの専門職の即

時の対応が必要な、ケアニーズが非常に高い子どもに対しては、多様な専門職によ

る集中的なケアが必要となるため、地域分散化の原則によらず、生活単位が集合す

る場合もあり得る。このような場合においては、十分なケアが可能になるように、

できるだけ少人数（将来的には４人まで）の生活単位とし、その集合する生活単位

の数も大きくならないよう（概ね４単位程度まで）にしていくことが求められてお

り、厚生労働省としては、2019 年度以降の予算において、引き続き検討し、安定

的な財源の確保に向けて、最大限努力していく。また、ユニット型施設については、

計画的に小規模かつ地域分散化を進めていく。 

・ 「児童相談所運営指針」（平成２年３月５日付け児発第 133 号厚生省児童家庭局

長通知（最終改正平成 30 年３月 30 日））、「里親委託ガイドライン」（平成 23 年３

月 30 日付け雇児発 0330 第９号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知（最終改正

平成 30 年３月 30 日））においては、都道府県（児童相談所）等に対して、施設入

所の理由として、適当な「家庭における養育環境と同様の養育環境」が提供できな

い場合については、「乳幼児の場合には、日から週単位、長くとも数ヶ月以内には

移行すべきであり、就学後の子どもについては、長くとも３年以内には移行すべき

である」とし、「家庭養護への移行を検討する」よう求めている。また、厚生労働

省においても、早期家庭復帰や里親委託等につながるよう、施設入所が長期化に至

るケースの調査・分析を行う予定としている。これらと施設における取組を通じて、

家庭養育への早期移行に結びつけていくことが求められる。 

・ また、子どもの利益に反さない限り、児童福祉法第３条の２で最も優先される家

庭復帰に向けた保護者や家族等への支援が重要であることは言うまでも無い。 

・ これを実践していくためには、個々の子どもやその家族の支援ニーズに合った養

育・支援の具体化が不可欠である。 

・ 一方で、年長児等で家庭生活に拒否的になっているために家庭復帰等へとつなぐ

ことが困難な子どもが、社会において自立的生活を形成、維持しうる能力を形成し
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ていくことも求められる。改正児童福祉法においても、児童自立生活援助事業（自

立援助ホーム）入所者のうち大学進学中の者に対しては、必要に応じて 20 歳を超

えて支援することを可能とするなど、年齢にかかわらず「支援の必要性」に応じた

継続的な支援が必要となる。 

・ また、在宅支援機能や里親支援機能等の多機能化・機能転換を図り、行政と協働

して代替養育経験者のアフターケアに取り組んでいくことも求められる。 

・ このような養育・支援の具体化に向けて、各施設は児童福祉法第３条の２による

「できる限り良好な家庭的環境」において、養育機能を高機能化していくことが求

められる。具体的には、 

① 子どもの権利が保障されていること。 

② 生活単位を小規模化し、それぞれ独立性と自律性を備えたものとしていくこ

と。特に困難な課題を抱えた子どもの場合は、より小規模な生活単位とするこ

とが求められること。 

③ 特定の職員のチームによる継続的・安定的な関係性を有すること。特に困難

な課題を抱えた子どもの場合は、心理職等の専門職とも連携して、より手厚い

チーム体制が求められること。 

④ 子どもは地域において育成されるという観点に立ち、地域分散化が図られ、

地域社会との良好な関係性を有すること。 

⑤ 早期の家庭復帰や養子縁組、里親委託等に向けて、心理職等の専門職との協

働や医療機関等とも連携して子どもや保護者等への支援を行うこと。その際、

移行期の子どもの環境変化への不安や、次の養育の場への適応等について、十

分配慮すること。 

⑥ 年長児等で家庭復帰等へとつなぐことが困難な子どもに対して、社会におい

て自立的生活を形成、維持しうる能力を形成していくなど、適切な自立支援及

びアフターケアが行われること。その際、年齢にかかわらず支援の必要性に応

じた継続的な支援が提供されること。 

が求められ、十分な支援体制を構築していく必要がある。 

 

２．多機能化・機能転換のあり方 

・ これまで乳児院や児童養護施設が培ってきた豊富な体験による子どもの養育の専門性

を、施設養育の高機能化により発展させていくことはもとより、社会的養育を充実・強

化するための地域社会における貴重な資源として、在宅支援や里親支援などの多機能

化・機能転換を図る中でも発揮していくべきである。 

・ このような多機能化・機能転換に当たっては、社会的養育のニーズが地域により

異なり、これまでに各施設が担ってきた役割や機能も異なることを踏まえる必要が

ある。 

・ 各施設の取組には、様々なバリエーションが考えられるが、以下に求められる機能

とその意義及び課題を示す。 

 

①一時保護委託の受入体制の整備 

・ 一時保護については、その目的を達成し、適切な支援が行われるよう、都道

府県等においては、研修などによる職員の専門性の向上と意識共有や、関係機

関との連携などの体制整備や環境整備を行う必要がある。 

・ この際、一人一人の子どもの状況に応じて安全確保やアセスメントなどを適

切に行うことのできる体制や環境を整えることが必要である。一時保護につい
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ては、安全確保やアセスメントなどを適切に行うという目的に加え、代替養育

でもあることから、一時保護を行う場は、こうした一時保護の目的を達成した

上で、児童福祉法第３条の２に規定する児童の家庭養育優先原則を踏まえ、良

好な家庭的環境にあって、個別性が尊重されるべきである。 

・ また、あわせて子どもの地域での生活を可能な限り保障するため、子どもの

安全の確保や必要なアセスメントが可能な場合には、子どもの意見も聞きなが

ら子どもの外出や通学について可能な限り認めるとともに、できる限り原籍校

への通学が可能となるよう一時保護の場の地域分散化などを進めることが望ま

しく、幼稚園や児童発達支援センター等に通所している乳幼児の場合も、生活

や教育の連続性を保障する観点から、できる限り同一施設への通所が可能とな

るよう配慮すべきである。 

・ こうしたことを踏まえると、乳児院・児童養護施設においては一時保護が必

要な子どもに対して適切な支援を行えるよう、受入体制を整備していくことが

求められる。 

・ その際、一時保護については、受入時期が予見できないため、受入のための

職員体制を維持しておくことや、措置により入所している子どもと一時保護さ

れた子どもが混在する施設環境は、双方への影響が大きいため、混在しないよ

う配慮することが必要となる。 

 

②養子縁組支援やフォスタリング機関の受託をはじめとする里親支援機能の強化 

・ 乳児院・児童養護施設においては、これまでも子どもを家庭養育へとつなげ

てきたが、家庭養育優先原則を進めるうえでは、施設がフォスタリング機関と

して、里親と養育チームとして協働するなど、里親支援機能の更なる充実が求

められる。 

・ 施設養育は、家庭養育優先原則の下では、家庭での養育が困難な子ども等の

呈する情緒・行動上の問題の解消や軽減を図りながら生活支援を行う専門的な

養育に取り組むことにより、早期の家庭復帰や養子縁組、里親委託等へとつな

げていくことが求められるが、フォスタリング機関として多機能化すること等

により、里親等委託後の子どもを継続して支援していく体制を充実させること

が可能となる。 

・ また、民間あっせん機関が行う養子縁組のあっせんに当たっての子どもの保

護や、適正な養子縁組のあっせんの促進を図るため、民間あっせん機関による

養子縁組のあっせんに係る児童の保護等に関する法律（平成 28 年法律第 110

号）が平成 30 年４月から施行されるが、乳児院・児童養護施設においては、あ

っせん前の一時的な養育や養親希望者の養育実習の受入などについて、民間あ

っせん機関との連携を進めていくことも求められる。 

・ これらを推進する上では、フォスタリング業務等に従事する職員の確保や里

親に対するレスパイト・ケアなど支援体制を充実していくことが必要となる。 

・ また、フォスタリング機関は、里親のリクルート及びアセスメント、里親登

録前後及び委託後における里親に対する研修、子どもと里親家庭のマッチング、

子どもの里親委託中における里親養育への支援、里親委託措置解除後における

支援に至るまでの一連の過程において、子どもにとって質の高い里親養育が求

められ、これを実践していく際には、「フォスタリング機関及びその業務に関
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するガイドライン」（平成３０年７月６日付け子発０７０６第２号厚生労働省

子ども家庭局長通知）を十分に踏まえて取り組むことが必要となる。 

 

③市区町村と連携した在宅支援や特定妊婦の支援強化 

・ 改正児童福祉法においては、基礎的な地方公共団体である市区町村は、子ど

もの最も身近な場所における子ども及び妊産婦の福祉に関する支援業務を適切

に行わなければならないことが明確化され、妊娠期から子育て期までの切れ目

ない支援を行う子育て世代包括支援センター（法律上の名称は「母子健康包括

支援センター」）の設置や、子どもとその家庭及び妊産婦等を対象に、実情の

把握、子ども等に関する相談全般から通所・在宅支援を中心としたより専門的

な相談対応や必要な調査、訪問等による継続的なソーシャルワーク業務までを

行う機能を担う拠点（市区町村子ども家庭総合支援拠点）の整備に努めなけれ

ばならないこととされた。また、「児童福祉法及び児童虐待の防止等に関する

法律の一部を改正する法律」（平成 29 年法律第 69 号）により、保護者に対する

指導への司法関与が強化されるなど、在宅支援の充実に向けた法整備が行われ

た。 

・ 乳児院や児童養護施設においては、これまでも入所中の子どもの家族や、家

庭復帰や養子縁組につなげられた子ども及びその家族への支援はもとより、地

域の住民に対する児童の養育に関する相談・助言や、ショートステイ事業や子

育て支援拠点事業などの市区町村事業に取り組んできたが、今後は、これまで

培ってきた社会的養育に関する専門性を十分に発揮し、児童相談所や市区町村

等の関係機関とも連携しながら、在宅支援の取組を更に充実させていくことが

求められる。 

・ また、乳児やその家族を支えてきた乳児院においては、妊娠期から出産後の

育児について支援が必要な特定妊婦への支援に関し、市区町村保健師や保健所

保健師などと協働し、母子ともに入所させて支援することも含めて取り組んで

いくことが求められる。 

・ これらを推進する上では、児童相談所や市区町村等の関係機関との連携の強

化や在宅支援のための職員体制の充実、地域における子育て中の親への支援を

提供する等の子育て支援機能や特定妊婦支援のための職員体制・産科医療機関

等との連携体制の充実が必要となる。 

 

 

第Ⅱ 取組を進める上で活用可能な予算制度 

・ 各施設が高機能化及び多機能化・機能転換に向けた取組を進める上で、現在、活用可

能な予算制度を以下に示す。 

・ なお、平成 30 年度予算を前提としたものであり、厚生労働省としては、2019 年度以

降の予算において、安定的な財源の確保に向けて、引き続き最大限努力していくこと

としており、それらを踏まえて、逐次改正していくこととしている。 

 

１．職員配置・専門職の配置の充実、小規模かつ地域分散化による養育機能の高機能化 

 

①施設養育の専門性の強化 

ⅰ 専門職の加配（心理療法担当職員、看護師）≪児童入所施設措置費≫ 
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障害等のある子どもや虐待を受けた子どもなど心理的ケアが必要な子どもや、

医療的ケアが必要な子どもに対する専門的なケアを実施するための、専門職を加

配することを可能とする。 

 

 

【要 件】 

（心理療法担当職員） 

以下の要件を満たす場合に適用される。 

・ 乳児院においては心理療法を行う必要があると認められる乳幼児又はそ

の保護者 10 人以上に対して心理療法を行うこと。 

・ 児童養護施設においては心理療法を行う必要があると認められる子ども

10 人以上に対して心理療法を行うこと 

・ 心理療法担当職員を配置すること。               等 

 

（被虐待児受入加算（心理療法担当職員）） 

・ 虐待を受けた子どもが入所（一時保護を含む）している場合に入所後１

年間加算される。 

 

（看護師（児童養護施設）） 

以下の要件を満たす場合に適用される。 

・ 児童養護施設において、虐待を受けた子どもや服薬管理が必要な子ども

等医療的な対応が必要な子どもが 15 人以上いること。 

・ 看護師を配置すること。                    等 

 

（乳児院病虚弱等児童加算費（看護師）） 

・ 子どもの生活支援等に要する時間や医療的観察行為の頻度等に基づき算

定される介護度が一定の基準を超える場合に加算される。 

 

【補助額等】 

（心理療法担当職員） 

・１施設当たり月額＊：約 46 万円 
＊ その他地域の場合 

 

（被虐待児受入加算（心理療法担当職員）） 

・対象児童１人につき月額：26,100 円 

 

（看護師（児童養護施設）） 

・１施設当たり月額＊：約 40 万円 
＊ その他地域の場合 

（乳児院病虚弱等児童加算費（看護師）） 

・対象児童１人につき月額：100,190 円 

 

ⅱ 親子関係再構築支援（家族療法事業）≪児童入所施設措置費≫ 

入所する子どもやその家族等に対して、面接や宿泊交流、心理療法等を行うこ

とにより、家庭機能の回復や生活環境の調整を図り、早期家庭復帰に向けた支援

を可能とする。 
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【要 件】 

以下の要件を満たし、都道府県等から指定されることにより適用される。 

・ 入所する子どもやその家族、在宅のひきこもりの子どもやその家族に対

して、治療計画を立て、面接、宿泊、親子レクリエーション等により心理

的ケアを実施すること。 

・ 必要に応じて、親子相談室、心理治療室、宿泊治療室等を設けること。 

等 

 

【補助額等】 

・実施延べ家族数年間 125 家族以上：約 201 万円 

・実施延べ家族数年間 125 家族未満：約 101 万円 

 

※ その他、施設に入所する子どもの家庭復帰に向けた親子関係再構築支援の

他、新規里親の開拓や里親希望家庭への相談援助等の里親等支援を実施する

家庭支援専門相談員も活用する。（Ｐ15 参照） 

 

ⅲ 個別化を進めるための職員の加配（配置改善加算、小規模グループケア加算） 

≪児童入所施設措置費≫ 

小集団を生活単位とした個別的関係性を持った養育を行うための専任職員の配

置を可能とする。 

 

【要 件】 

（配置改善加算） 

・児童指導員、保育士等の年齢別配置基準を以下に引き上げた場合に加算。 

０・１歳児    1.6：１ → 1.5：１、1.4：１、1.3：１ 

年少児（３歳～）  ４：１  →  3.5：１、 ３：１ 

少年（学童期～）  5.5：１ →  ５：１、4.5：１、 ４：１ 

 

（小規模グループケア加算） 

以下の要件を満たす場合に適用される。 

・ １グループ当たりの児童数 乳児院４～６人、児童養護施設６～８人 

・ 専任の児童指導員又は保育士１人及び管理宿直等職員（非常勤可）を配

置すること。 

・ グループごとに居室や居間、台所等の設備を設け、一生活単位が構成さ

れること。                           等 

 

【補助額等】 

（配置改善加算） 

・ 配置基準の引き上げ幅に応じ、児童福祉施設の設備及び運営に関する

基準（昭和 23 年厚生省令第 63 号、以下「最低基準」という。）に基づ

く配置基準による額との差額を上乗せ 

 

（小規模グループケア加算） 

・ １グループ当たり月額：約 57 万円＊ 
＊ その他地域の場合、児童指導員又は保育士１人及び管理宿直等職員（非常勤）

の人件費等を算定、１グループ当たりの児童数にかかわらず同額が補助される。 

 

ⅳ 地域小規模児童養護施設≪児童入所施設措置費≫ 
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地域分散化した小集団を生活単位とした施設の設置及び専任職員の配置を可能

とする。 

 

【要 件】 

以下の要件を満たし、都道府県等から指定されることにより設置される。 

・ １施設の定員：６人 

・ 専任の児童指導員又は保育士３人（常勤２人、非常勤１人）及び管理宿

直等職員（非常勤）を配置すること。 

・ 居室や居間、台所等の設備を設け、一生活単位が構成されること。 等 

 

【補助額等】 

・ 定員１人につき月額：約 21 万円＊ 
＊ その他地域の場合、児童指導員又は保育士２人及び管理宿直等職員（非常勤）

の人件費等を算定。 

 

ⅴ 賃借費加算≪児童入所施設措置費≫ 

分園型小規模グループケア又は地域小規模児童養護施設について、建物の貸与

を受けて実施する場合に、賃借料を補助することにより、地域分散化に向けた取

組を促進させることを可能とする。 

 

【要 件】 

分園型小規模グループケア又は地域小規模児童養護施設の用に供する建物

を賃借していること。 

 

【補助額等】 

・賃借費の実費 
 

ⅵ 医療機関等連携強化事業≪児童虐待・DV 対策等総合支援事業≫ 

医療機関との連絡調整員を配置することにより、医療機関との連絡調整や通院

時の付き添い等、医療的ケアが必要な子どもに対する専門的養育機能を強化する

ことが可能となる。 

 

【要 件】 

・ 医療機関等連絡調整員を配置し、医療機関との連絡調整を行うこと。 

・ 通院時の付き添いや、医療的ケアが必要な子どもに対する日常生活上の

支援等を行う場合は看護師とすること。 

 

【補助額等】 

・看護師以外を配置する場合 １施設当たり年額：1,920 千円 

・看護師を配置する場合 医療的ケアが必要な子どもの人数に応じて補助 

・１～５人以下 １施設当たり年額：2,025 千円 

・６～９人以下 １施設当たり年額：4,698 千円 

・10 人以上    １施設当たり年額：6,192 千円 

 

②年長児等の自立支援や退所児童に対するアフターフォロー体制の強化 

ⅰ 社会的養護自立支援事業≪児童虐待・DV 対策等総合支援事業≫ 
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年長児等で家庭復帰等へとつなぐことが困難な子どもに対して、都道府県等に

配置される支援コーディネーターが、対象者や施設等の関係者による会議を経て

作成する継続支援計画を基に、必要に応じて 18 歳（措置延長の場合は 20 歳）到

達後も原則 22 歳の年度末までの間、引き続き施設等に居住して必要な支援を提供

する体制を確保するとともに、生活相談や就労相談等を行うための体制を確保す

ることを可能とする。 

 

【要 件】 

（居住支援、生活費支援） 

以下の要件を満たし、都道府県等から事業を委託されることにより適用

される。 

・ 支援コーディネーターが作成する継続支援計画に基づき、措置解除後も

特に支援が必要な者に対し、引き続き、施設に居住させ必要な支援を行う

こと。                         等 

 

（生活相談支援） 

以下の要件を満たし、都道府県等から事業を委託されることにより適用

される。 

・ 生活相談支援担当職員２人又は１人を配置すること。 

・ 退所を控えた者及び退所後の者からの地域生活を始める上で必要な知識

や社会常識を学ぶための講習会等の実施や、相談に対して助言等を行うこ

と。 

・ 退所者が気軽に集まれる自助グループ活動の育成支援を行うこと。 等 

 

（就労相談支援） 

以下の要件を満たし、都道府県等から事業を委託されることにより適用

される。 

・ 就労相談支援担当職員１人を配置すること。 

・ 雇用先となる職場の開拓や、就職面接等のアドバイス、事業主からの相

談対応を含む就職後のフォローアップ等を行うこと。 

・ 相談室等を設けること。                    等 

 

【補助額等】 

（居住支援、生活費支援） 

・居住支援 対象者１人につき月額：285 千円  

・生活費支援 

就学・就労をしていない者１人につき月額：約 50 千円  

就学している者１人につき月額：約 11 千円  

児童用採暖費 対象者１人につき月額：約２千円  

 

（生活相談支援） 

・常勤職員２人を配置する場合 １施設当たり年額：約 1,211 万円  

・上記以外の場合 １施設当たり年額：約 882 万円  

 

（就労相談支援） 

・１施設当たり年額：約 573 万円  
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ⅱ 児童養護施設分園型自活訓練事業≪児童入所施設措置費≫ 

退所前の一定期間、子どもを敷地外のアパート等に居住させ、自立に向けた訓

練を行うことにより、円滑に退所後の自立した生活に移行することを可能とする。 

 

【要 件】 

以下の要件を満たし、都道府県等から指定されることにより適用される。 

・ 訓練を行う居住場所は敷地外の独立家屋又はアパートとし、通常の生活

に必要な設備を有すること。 

・ 訓練期間は、退所予定日の概ね１年間とし、定員は６人程度とすること。 

・ 各月初日の平均入所児童が４人を下回らないこと。        等 

 

【補助額等】 

・１施設当たり年額：約 476 万円  

 

ⅲ 施設入所児等社会復帰促進事業≪児童入所施設措置費≫ 

退所者と入所する子どもの意見交換等の交流活動や、退所後に生活面や就労面

の不安等により一時的に施設に戻る場合の居場所を提供すること等により、施設

退所後も安心して相談できる体制を確保することを可能とする。 

 

【要 件】 

以下の事業の実施について、都道府県等から認定されることにより適用さ

れる。 

・ 退所者を施設に招き、入所する子どもとの交流活動を行うこと等により、

就労のための心構え、社会性・協調性等入所する子どもの社会復帰への自

立意欲の向上を図る事業等。 

・ 退所者が、生活面や就労面の不安などにより一時的に施設に戻ることが

できるよう、施設における居場所を確保する事業。 

 

【補助額等】 

・１事業当たり年額：30 万円  

 

２．在宅支援機能や里親支援機能をはじめとする多機能化・機能転換 

 

①一時保護委託の受入体制の整備 

ⅰ 暫定定員の計算方法の特例≪児童入所施設措置費≫ 

一時保護の受入体制を維持するため、措置費の支弁方法に特例＊を設けることに

より、安定した収入を確保することを可能とする。 
＊ 通常、定員充足率が９割未満になると措置費の支弁額を減額することになるが、当該

特例により 8.6 割まで許容される。 

 

【要 件】 

以下の要件を満たす場合に適用される。 

・ 前年度中の措置児童数（実人員）に対する一時保護委託児童数（実人員）

の割合が 15％以上の施設。 

・ 定員を超過しない限り、児童相談所より一時保護の要請があった際には

応じなければならないこと。 
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【補助額等】 

（モデル施設） 

・措置児童数（延べ日数）：7,300 日＊１ 

・一時保護委託児童数（延べ日数）：509 日＊２ 
＊１ 年間の措置人員の平均が 20人の場合（平成 28年度実績） 

＊２ 年間 19件、１人当たり 26.8 日委託されている場合（平成 28 年度実績） 

 

（暫定定員の計算方法） 

通常：（前年度の在籍児童の延べ日数 7,809 日÷30.4 日÷12 月（小数点

以下の端数切り上げ））×1.11 

＝24 人（小数点以下第１位の数値により四捨五入） 

 

特例：（前年度の在籍児童の延べ日数 7,809 日÷30.4 日÷12 月（小数点

以下の端数切り上げ））×1.16 

＝26 人（小数点以下第１位の数値により四捨五入） 

 

【確保可能な職員数】 

（乳児院） 

・看護師又は児童指導員、保育士：１～３人程度＊ 
＊ 入所児童数の規模により異なる。（入所児童数 10人の場合：１人程度、入所

児童数 30人の場合：３人程度） 

 

（児童養護施設） 

・児童指導員、保育士：１～２人程度＊ 
＊ 入所児童数の規模により異なる。（入所児童数 30人の場合：１人程度、入所

児童数 60人の場合：２人程度） 

 

ⅱ 一時保護実施特別加算費≪児童入所施設措置費≫ 

安定的な一時保護の受入体制を整備するため、施設の定員外に一時保護専用施

設を設けることにより、措置により入所している子どもと一時保護された子ども

が混在しないよう配慮を可能とするなど個々の子どもの状態に応じた適切な一時

保護の実施に資する。 

 

【要 件】 

以下の要件を満たす場合に適用される。 

・ 施設の敷地内又は敷地外に一時保護のための居室等の専用設備を設ける

こと。（定員４～６人） 

・ 一時保護のための専任職員（児童指導員又は保育士２人及び管理宿直等

職員（非常勤可））を配置すること。 

・ 児童相談所より一時保護の要請があった際には応じなければならないこ

と。 

 

【補助額等】 

・保護単価＊１   定員１人につき月額：208,010 円 

・年齢別加算＊２ 現員１人につき月額 

乳 児：206,110 円、１歳児：192,910 円、 

２歳児：136,900 円、年少児：29,060 円 

・乳児等受入加算費＊３  ３歳未満児１人につき日額：2,410 円 
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・その他（一般生活費等＊４）  措置により入所している子どもと同水準 
 

＊１ その他地域の場合、児童指導員又は保育士２人及び管理宿直等職員（非常

勤）の人件費等を算定 

＊２ その他地域の場合、学童期の子どもの配置基準とそれぞれの年齢別配置基

準の差分に係る人件費等を算定 

＊３ 補助職員の人件費等を算定 

＊４ 寒冷地加算、事務用採暖費加算、除雪費加算、学習指導費加算、特別指導

費加算、一般生活費、被虐待児受入加算、幼稚園費、教育費、学校給食費、

見学旅行費、入進学支度金、特別育成費、夏季等特別行事費、期末一時扶助

費、医療費、職業補導費、児童用採暖費、民間施設給与等改善費、社会的養

護処遇改善加算費 

 

【確保可能な職員数】 

（乳児院） 

・児童指導員又は保育士：３人＊、管理宿直等職員：非常勤１人 
＊ １月あたり 1.6 人程度の乳児を一時保護委託された場合。（職員２人分の費

用は児童数にかかわらず固定的に補助される。） 

 

（児童養護施設） 

・児童指導員又は保育士：２人、管理宿直等職員：非常勤１人 

 

ⅲ 送迎加算≪児童入所施設措置費≫ 

校区外の施設から原籍校に通学する際や、被虐待児等で職員の学校への付き添

いが必要な場合等の送迎費用を補助することにより、学習権や学校生活の連続性

を保障することを可能とする。 

 

【要 件】 

職員が学校に一時保護された子どもを送迎する場合に加算 

 

【補助額等】 

送迎が必要な子ども１人につき：1,860 円×送迎延べ日数 

 

【確保可能な職員数】 

必要に応じて担当職員を配置 

 

②養子縁組支援やフォスタリング機関の受託をはじめとする里親支援機能の強化 

ⅰ 里親支援事業≪児童虐待・DV 対策等総合支援事業≫ 

以下の業務に従事する専任職員の配置を可能とする。 

 

【要 件】 

（里親委託推進等事業） 

以下の要件を満たし、都道府県等から事業を委託されることにより適用

される。 

・ 里親等委託調整員を配置すること。 

・ 委託先の候補となる里親家庭の選定、委託の打診と説明、子どもと里親

の面会等、委託候補里親の選定及び委託に向けた調整又はその支援等を行

うこと。 
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・ 里親等に委託された子どもの養育の内容や自立に向けた支援内容等、里

親や委託児童本人の意向を踏まえ、効果的な自立支援計画を作成すること。 

等 

 

（里親トレーニング事業） 

以下の要件を満たし、都道府県等から事業を委託されることにより適用

される。 

・ 里親トレーニング担当職員を配置すること。 

・ 未委託里親に対して事例検討やロールプレイ、実習などのトレーニング

を実施することにより､養育技術の維持、向上を図り、委託可能な里親を育

成すること。                          等 

 

（里親訪問等支援事業） 

以下の要件を満たし、都道府県等から事業を委託されることにより適用

される。 

・ 里親等相談支援員を配置すること。 

・ 里親家庭や養子縁組家庭などを定期的に訪問し、相談に応じるとともに、

子どもの状態の把握や里親等への援助を行うこと。         等 

 

【補助額等】 

（里親委託推進等事業） 

・ １か所当たり年額：約 632 万円～約 1,010 万円＊ 
＊ 里親等委託調整員１人の人件費等の他、委託調整補助員（非常勤）の配置を

可能とする人件費等を算定、新規里親委託件数に応じて補助額が増額される。 

 

（里親トレーニング事業） 

・ １か所当たり年額：約 745 万円＊ 
＊ 里親トレーニング担当職員１人の人件費等を算定 

 

（里親訪問等支援事業） 

・ １か所当たり年額：約 971 万円＊１ 

・ 心理訪問支援員配置加算＊２ 

常勤職員を配置する場合  １か所当たり年額：約 500 万円加算 

非常勤職員を配置する場合 １か所当たり年額：約 155 万円加算 
＊１ 里親等相談支援員１人の人件費等を算定 

＊２ 心理療法担当職員１人の人件費等を算定（配置する場合の加算） 

 

【確保可能な職員数】 

・里親支援担当職員＊：５人（常勤４人、非常勤１人） 
＊ 里親等委託調整員、調整補助員（非常勤）、里親トレーニング担当職員、里親等

相談支援員、心理訪問支援員 

 

ⅱ 里親等への支援を担う担当職員の配置（里親支援専門相談員、家庭支援専門相

談員）≪児童入所施設措置費≫ 

入所する子どもの里親等委託に向けた調整や、委託後の支援、児童相談所をは

じめとする関係機関との連携を強化するための担当職員を配置することを可能と

する。 
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【要 件】 

（里親支援専門相談員） 

・ 里親支援専門相談員＊を配置すること。 
＊ 施設に入所する子どもの里親等委託に向けた支援や委託後のアフターフォロ

ーとしての支援、新規里親の開拓や地域の里親家庭への訪問等による相談支援等

を実施。 

 

（家庭支援専門相談員） 

・ 家庭支援専門相談員＊を配置すること。 
＊ 施設に入所する子どもの家庭復帰に向けた親子関係再構築支援の他、新規里

親の開拓や里親希望家庭への相談援助等の里親等支援を実施。 

 

【補助額等】 

（里親支援専門相談員） 

・１施設当たり月額＊：約 46 万円 
＊ その他地域の場合、里親支援専門相談員１人の人件費等を算定 

 

（家庭支援専門相談員） 

・１施設当たり月額＊：約 46 万円  
＊ その他地域の場合、家庭支援専門相談員１人の人件費等を算定、定員 30 人以

上の施設においては２人まで配置することが可能 

 

【確保可能な職員数】 

・里親支援専門相談員：１人 

・家庭支援専門相談員：１人 

 

ⅲ 暫定定員の計算方法の特例≪児童入所施設措置費≫ 

入所する子どもの里親委託に積極的に取り組む施設の運営体制を維持するた

め、措置費の支弁方法に特例＊を設けることにより、安定した収入を確保するこ

とを可能とする。 
＊ 通常、定員充足率が９割未満になると措置費の支弁額を減額することになるが、当該

特例により 8.6 割まで許容される。（２．①のⅰと組み合わせると８割） 

 

【要 件】 

以下の要件を満たす場合に適用される。 

・ 里親支援専門相談員を配置又は里親支援機関に指定されていること。 

・ 年間の入所児童のうち１割以上（前年度実績）の子どもを里親へ委託し、

かつ、委託した子どものアフターケア等に取り組むこと。 

 

【補助額等】 

（暫定定員の計算方法） 

通常：（前年度の在籍児童の延べ日数 7,809 日÷30.4 日÷12 月（小数点

以下の端数切り上げ））×1.11 

＝24 人（小数点以下第１位の数値により四捨五入） 

 

特例：（前年度の在籍児童の延べ日数 7,809 日÷30.4 日÷12 月（小数点

以下の端数切り上げ））×1.16 

＝26 人（小数点以下第１位の数値により四捨五入） 
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【確保可能な職員数】 

（乳児院） 

・看護師又は児童指導員、保育士：１～３人程度＊ 
＊ 入所児童数の規模により異なる。（入所児童数 10人の場合：１人程度、入所

児童数 30人の場合：３人程度） 

 

（児童養護施設） 

・児童指導員、保育士：１～２人程度＊ 
＊ 入所児童数の規模により異なる。（入所児童数 30人の場合：１人程度、入所

児童数 60人の場合：２人程度） 

 

ⅳ 里親に対するレスパイト・ケア≪児童入所施設措置費≫ 

里親が一時的な休息のための援助を必要とする場合に、施設において子どもの

養育を一時的に行うことを可能とする。 

 

【要 件】 

・ レスパイト・ケア実施施設としてあらかじめ都道府県等から指定を受け

ること。 
 

【補助額等】 

・子ども１人当たり日額：5,600 円 
 

【確保可能な職員数】 

・必要に応じて担当職員を配置 

 

③市区町村と連携した在宅支援や特定妊婦の支援強化 

ⅰ 児童家庭支援センター運営事業≪児童虐待・DV 対策等総合支援事業≫ 

地域・家庭からの相談や、市区町村からの求めに応じた助言、児童相談所から

の委託による在宅指導措置など、関係機関と連携しながら在宅支援に取り組むた

めの体制の確保を可能とする。 

 

【要 件】 

・ 最低基準等に基づき、相談室の設置や相談等の業務を担当する職員（職

員２人及び心理職（常勤又は非常勤））を配置する等の要件を満たし、都

道府県等から設置の認可を受けることにより適用される。 

 

【補助額等】 

・事務費 

常勤心理職配置の場合  １か所当たり年額：約 1,149 万円 

非常勤心理職配置の場合 １か所当たり年額： 約 765 万円 

・事業費 １か所当たり年額：約７万円～約 515 万円＊ 
＊ 相談等の件数に応じて補助額が増額される。 

 

※ 別途、開設のための準備経費（40万円）がある。 

※ 専用設備を設ける場合、別途、施設整備費補助（次世代育成支

援対策施設整備交付金）の活用（約1,900万円）が可能。 
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【確保可能な職員数】 

・センター職員：３人（常勤２人＊、非常勤１人） 
＊ 相談等業務担当職員、心理職 

 

ⅱ 指導委託促進事業≪児童虐待・DV 対策等総合支援事業≫ 

児童相談所からの委託による在宅指導措置など、関係機関と連携しながら在宅

支援に取り組むための体制の確保を可能とする。 

 

【要 件】 

・ 相談等の業務を担当する職員を配置し、都道府県等から委託を受けるこ

とにより適用される。 

 

【補助額等】 

・指導委託１件当たり：106 千円 

 

【確保可能な職員数】 

・担当職員＊：１人 
＊ 委託件数に応じて配置 

 

ⅲ 育児指導機能強化事業≪児童虐待・DV 対策等総合支援事業≫ 

地域家庭や入所する子どもの保護者等への支援のため、育児指導を行う職員の

配置を可能とする。 

 

【要 件】 

・ 保育士又は児童指導員等１人を配置し、子どもの発達段階に応じた子育

て方法を一緒に行いながら伝えるなど、保護者に対する育児指導を行うこ

と。 

 

【補助額等】 

・１施設当たり年額：約 483 万円 

 

【確保可能な職員数】 

・保育士又は児童指導員：１人 

 

ⅳ 養育支援訪問事業≪子ども・子育て支援交付金≫ 

市区町村と連携しながら、養育支援が特に必要と認められる子育て家庭や出産

前において養育支援を行うことが特に必要と認められる妊婦に対して、保健師等

が居宅を訪問して養育に関する指導、助言等を行うアウトリーチ型の支援を可能

とする。 

 

【要 件】 

・ 訪問支援者については、研修受講を必須とする。なお、専門的相談支援

は、保健師、助産師、看護師、保育士等が実施し、育児・家事援助につい

ては、子育て経験者、ヘルパー等が実施する。 
＊ 養育支援訪問事業の実施について（平成 26年５月 29 日雇児発 0529 第 33 号）を

参照。 
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【補助額等】 

・専門的相談支援   １訪問当たり：8,000 円 

・育児・家事援助   １訪問当たり：6,000 円 

民間団体へ委託する場合の運営事務費 １市区町村当たり：564,000 円 

 

【確保可能な職員数】 

・訪問支援者＊：１人 
＊ 訪問件数に応じて配置 

 

ⅴ 産前・産後母子支援事業（モデル事業）≪児童虐待・DV 対策等総合支援事業≫ 

特定妊婦からの相談や援助、支援計画の作成や関係機関との調整を行うコーデ

ィネーター、特定妊婦を居住させて支援するための看護師の配置を可能とする。 

 

【要 件】 

以下の要件を満たし、都道府県等から事業を委託されることにより適用さ

れる。 

・ 予期せぬ妊娠など妊娠、出産について悩む妊婦のための相談窓口を開設

すること。 

・ 相談等を通じて支援が必要な妊婦等を把握した時は、妊婦等の心身の状

況や現在の生活状況を踏まえ、支援計画を作成すること。 

・ 産前産後に必要となる妊娠相談、分娩、生活相談、住居支援について、

既存資源の活用も含めて調整し、支援を提供すること。 

・ 出産後、自ら子どもを育てることができない場合など、母親が希望する

場合には、児童相談所と連携し、特別養子縁組に向けた支援を行うこと。 

 

【補助額等】 

・コーディネーターの配置等 １か所当たり年額：約 703 万円 

・非常勤看護師の配置等＊      １か所当たり年額：約 573 万円 
＊ 非常勤看護師を配置し、施設において居住支援・養育支援等を実施する場合 

 

【確保可能な職員数】 

・コーディネーター：１人、 

・看護師：非常勤１人 

 

ⅵ 子育て短期支援事業≪子ども・子育て支援交付金≫ 

ショートステイ事業＊１、トワイライトステイ事業＊２として、一時保護まで至ら

ないケースへの支援等を実施＊３することを可能にする。 
＊１ 一定期間（原則７日以内：必要に応じて延長可）子どもを預かる事業。 

＊２ 平日の夜間又は休日に生活指導や食事の提供等を行う事業。 

＊３ 遠隔地の家庭への支援のため、施設が里親等に委託して実施することも可能。 

 

【要 件】 

・ 適切に子どもを保護することができる施設＊として、市区町村からの委託

を受けることにより適用される。 
＊ 子育て短期支援事業の実施について（平成 26年５月 29日雇児発 0529 第 14 号）

を参照。 
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【補助額等】 

（ショートステイ事業） 

・２歳未満児、慢性疾患児 １日当たり： 8,630 円 

・２歳以上児       １日当たり： 4,720 円 

・緊急一時保護の母親＊   １日当たり： 1,200 円 
＊ 経済的問題等により緊急一時的に母子ともに保護が必要な場合。 

 

（トワイライトステイ事業） 

・平日夜間の預かり 

・基本分   １日当たり：  900 円 

・宿泊分   １日当たり：  900 円 

・休日の預かり １日当たり： 2,010 円 

・送迎の実施 １施設当たり：61,710 円 

 

※ 別途、開設のための改修費等（400万円）の補助制度がある。 

 

【確保可能な職員数】 

・担当職員＊：１人 
＊ 受入日数に応じて配置 

 

ⅶ 地域子育て支援拠点事業≪子ども・子育て支援交付金≫ 

地域子育て支援拠点事業として、子育て中の親子が気軽に集い、相互交流や子

育ての不安・悩みを相談できる場を開設し、子育てについての相談、情報の提供、

助言その他の援助を実施することを可能にする。 

 

【要 件】 

・ 子育て家庭が集う場を設け、事業の実施にかかる要件＊を満たして、市区

町村からの委託を受けることにより適用される。 
＊ 地域子育て支援事業の実施について（平成 26年５月 29日雇児発 0529 第 18 号）

を参照。 

 

【補助額等】 

・基本事業 

・一般型＊１ １施設当たり年額：約 795 万円＊３ 

・連携型＊２ １施設当たり年額：約 283 万円＊３ 

＊１ 常設の地域の子育て拠点を設け、利用親子の交流促進、相談支援等を実施。＊２ 

児童福祉施設等において、利用親子の交流促進、相談支援等を実施 

＊３ 開設日数、勤務形態により単価が異なる 

※ 別途、開設のための改修費等（400万円）の補助制度がある。 

 

【確保可能な職員数】 

・担当職員＊：２人 
＊ 一般型の場合、非常勤とすることも可能 

 

 

第Ⅲ 改正児童福祉法や高機能化及び多機能化・機能転換を踏まえた小規模かつ地域分散

化の更なる推進 
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・ 現行の都道府県推進計画については、改正児童福祉法を受け、「社会的養護の課題と

将来像」を全面的に見直して、「新しい社会的養育ビジョン」で掲げられた取組を通じ

て、「家庭養育優先原則」を徹底し、子どもの最善の利益を実現していく必要がある。

現在、各施設において策定している小規模化・地域分散化に向けた「家庭的養護推進計

画」についても、改正児童福祉法による家庭養育優先原則に則って、各施設の高機能化

及び多機能化・機能転換に向けて着実に見直す必要がある。 

・ すなわち、児童福祉法第３条の２の規定に則り、「できる限り良好な家庭的環境」

を確保すべきであり、質の高い個別的なケアを実現すべきであるとともに、子どもは

地域において育成されるという基本的な考え方に立ち、小規模かつ地域分散化された

施設環境を確保することが重要である。 

・ 都道府県等においては、小規模かつ地域分散化の取組が進むよう、各施設の高機能

化及び多機能化・機能転換に向けた計画の検討状況・課題等について随時ヒアリング

を行うことにより、個々の実情を把握し、適切な助言や支援を行うこと。なお、国に

おいても、施設整備補助の審査に当たって、必要性と計画性を精査する。 

・ こうした考え方のもと、今後計画される施設の新築や改築、増築の際には、小規模

かつ地域分散化された施設の設置を優先して進めていくこと。 

・ なお、大舎から小規模かつ地域分散化、高機能化及び多機能化・機能転換を進める

過程で、人材育成の観点から、本体施設から順次分散化施設を独立させていく方法や、

過渡的に本体施設のユニット化を経て独立させていく方法が考えられるが、どちらの

場合にも、概ね 10 年程度で地域分散化及び多機能化・機能転換を図る計画を、人材育

成も含めて策定すること。過渡的にユニット化する場合でも 

・ 同一敷地内での戸建て住宅型又はグループごとに独立した玄関のある合築型の施

設内ユニットとするなど、生活単位を独立させるとともに 

・ 地域社会との良好な関係性の構築を十分に行う 

といった工夫を行うこと。 

・ 既存の施設内ユニット型施設についても、概ね 10 年程度を目標に、小規模かつ地域

分散化を進めるための人材育成計画を含めた計画を立てる。その際、既存ユニットは

一時保護やショートステイのための専用施設や里親のレスパイト・ケアなど、多機能

化・機能転換に向けて積極的に活用を進めていくことが求められる。また、下記のよ

うな心理職や医師、看護師などの即時対応ができるケアニーズが非常に高い子どもへ

の専門的なケア形態への転換を図ることも可能である。 

・ 小規模かつ地域分散化の例外としては、ケアニーズが非常に高い子どもに専門的な

ケアを行うため、心理職や医師、看護師などの専門職の即時の対応が必要な場合には、

生活単位が集合する場合もあり得る。このような場合においても、十分なケアが可能

になるように、できるだけ少人数（将来的には４人程度まで）の生活単位とし、その

集合する生活単位の数も大きくならない（概ね４単位程度まで）ことが求められてい

る。そのため、厚生労働省としては、2019 年度以降の予算において、引き続き検討し、

安定的な財源の確保に向けて、最大限努力していく。 

・ 各施設に対して、こうしたことを通じて、「できる限り良好な家庭的環境」の確保に

取り組むことを求める。 

・ 厚生労働省においても、こうした各施設における取組に対する財政支援に最大限努

力するとともに、取組状況の確認・向上につなげるため、今後、第三者を含む評価の

在り方を検討する。また、乳児院・児童養護施設の高機能化及び多機能化・機能転換

に向けた検討に資するための「乳児院・児童養護施設の高機能化及び多機能化・機能
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転換、小規模かつ地域分散化の進め方」の逐次の改正や、小規模かつ地域分散化の取

組を推進するための優先的な施設整備費補助の配分など、必要な支援を講じていくと

ともに、将来的な措置費等の在り方についても検討していく。 

・ また、児童心理治療施設、児童自立支援施設についても、ケアニーズの非常に高い

子どもへの対応など、その性質や実態等に鑑み、国において、小規模化・多機能化を

含めたその在り方について、当事者やその代弁者、有識者、施設関係者と意見交換を

十分に重ね、その結果を踏まえ、施設の運営や新たな設置（改築）についての方向性

を示す。 

 

 

第Ⅳ 高機能化及び多機能化・機能転換、小規模かつ地域分散化に向けた職員の人材育成 

１．施設における職員の人材育成を進めるために求められる今後の取り組み 

・ 今後、施設での養育は、虐待等を受けたことにより家庭に対して否定的な情緒を

抱えている子どもや、深刻な行動上の問題等のある子どもを真に抱え、それらの問

題等の解決を目指した専門性の高い養育を実践していくことが求められる。 

・ また、フォスタリング機関として里親と養育チームとして協働するなど、これま

で培ってきた専門性を多機能化・機能転換を図る中で更に発展させていくことが求

められる。 

・ 乳児院・児童養護施設が、高機能化及び多機能化・機能転換、小規模かつ地域分

散化を通じて「地域の社会的養育を支える専門的な拠点」への変革を進めるうえで

は、それを担う職員の人材育成や確保が必要不可欠となる。 

・ このような人材を育成するための研修は、子どもたちの抱える生活課題や発達の

課題を明確にし、解決するための専門性を高めていくという視点が重要となり、単

なる講義中心の研修だけではなく、ＯＪＴ等の実践的な内容も取り入れ継続的に行

われていく必要がある。 

・ また、小規模かつ地域分散化に当たっては、グループ内での課題が周囲に伝わり

にくいなど、職員が孤立しないよう、施設長や基幹的職員などのスーパーバイズや、

各グループのリーダー的職員の育成も欠かせない。 

・ 厚生労働省においては、職員の人材育成に向けて、職員向けの研修プログラムの開

発や指導者養成研修の実施等に取り組んでいくこととしており、都道府県等におい

ても、人材育成の機会の確保に努めることが求められる。 

・ また、職員の確保のためには、職員が意欲的に学べる場を提供することはもとよ

り、キャリアパス等の整備により、働きがいのある職場を目指す環境づくりも重要

である。 

 

２．施設における人材育成を進める上で活用可能な研修等 

・ 各施設が高機能化及び多機能化・機能転換、小規模かつ地域分散化に向けた職員

の人材育成や確保を進める上で、現在、活用可能な研修事業等を以下に示す。 

 

①職員の資質向上のための研修等事業≪児童虐待・DV 対策等総合支援事業≫ 

以下の研修に、施設職員が参加するための参加費用や研修時の代替職員を雇用す

るための経費を補助している。 

ⅰ 短期研修 
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各施設種別、職種別に行われる３～４日程度の宿泊研修により、入所児童に

対するケアの充実を図る。 

ⅱ 長期研修 

一定期間（１～３か月程度）、障害児施設や家庭的環境の下での個別的な関

係を重視したケア、家族関係訓練を実施している施設等において、専門性の共

有化のための実践研修を行う。 

※ 事業の実施に当たり、都道府県等に１か所研修調整機関を設け、研修の受

入側と送り出し側の調整、代替職員のあっせん等事業の円滑な実施を図る。 

 

②基幹的職員研修事業≪児童虐待・DV 対策等総合支援事業≫ 

施設における基幹的職員（スーパーバイザー）を養成するため、一定の経験を有

する者を対象にした基幹的職員研修を開催するための経費を都道府県等に対して

補助している。 

 

③処遇困難事例研究事業≪児童入所施設措置費≫ 

在宅の障害児（者）等の介護経験者や在宅の非行等の問題行動を有する子どもの

養育経験者等を施設に招き、近隣施設の職員と共同で処遇困難事例等の研究会を開

催するための経費を施設に対して補助している。 

 

④フォスタリング機関職員研修≪国立武蔵野学院附属養成所（研修部）≫ 

児童相談所や民間機関等の里親支援を担う職員に対して、里親支援に必要な技術

の習得や、里親と関係機関の連携・共働に向けた研修を開催している。  

 

⑤社会的養護処遇改善加算費≪児童入所施設措置費≫ 

職員の処遇改善や、ユニットリーダー、小規模グループケアリーダー等へのキャ

リアアップ等を通じた人材確保・育成に向けて、職員給与の改善に必要な経費を補

助している。 

 

 

第Ⅴ 計画的な推進に向けて 

・ 前述したとおり、現行の都道府県推進計画については、抜本的に改正された児童福

祉法の新しい理念である子どもの権利保障と子どもの家庭養育優先原則を実現するた

め、「社会的養護の課題と将来像」を全面的に見直して、「新しい社会的養育ビジョン」

で掲げられた取組を通じて、「家庭養育優先原則」を徹底し、子どもの最善の利益を実

現していく必要がある。 

・ この見直しの中で、都道府県等は、在宅家庭や里親家庭の支援体制の充実等といっ

た施設による高機能化及び多機能化・機能転換の見込みを把握し、高機能化及び多機

能化・機能転換に向けた計画を策定することとしている。 

・ 都道府県等においては、各施設の高機能化及び多機能化・機能転換に向けた計画や、

小規模かつ地域分散化を進める計画の見直しの検討状況・課題等について随時ヒアリ

ングを行うことにより、個々の実情を把握し、関係者との間で綿密な協議を重ねなが

ら、適宜適切な助言や支援を行うことが求められる。 

・ その際、都道府県推進計画の見直しに向けて把握した市区町村における取組や、代

替養育を必要とする児童数及び里親等委託が必要な児童数、包括的な里親等支援体制

の構築やそれを踏まえた里親等で養育可能な児童数、在宅支援ニーズの見込みなどの
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都道府県内の社会資源及び子ども家庭の状況を踏まえて、各施設において具体的かつ

実現可能な計画が策定されるよう配慮することが必要である。 
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児 童 相 談 所乳 児 院

民間団体のノウハウを活かした
日常的な寄り添い支援

里親支援機関

・相談支援
・養育体験
・相互交流
・その他サービス
・普及啓発

里親委託等推進員

未委託家庭
へのスキル
アップ研修

里親トレーナー

里親開拓コーディネーター

普及啓発

里親担当児童福祉司、養育家庭専門員

養育状況の把握、各機関と連携して支援

・認定・登録
・交流・委託までの援助
・委託後の援助（状況把握・助言、自立支援

計画、レスパイトケア、養育家庭交流会等運営
など）

・関係機関との連携（学校や保育所、子ども

家庭支援センター、施設など）

・普及啓発（体験発表会の調整など）

里親交流支援員

子どもと里親との愛着形成の構
築等、委託に向けた交流支援

新生児委託コーディネーター

新生児の里親委託に向けた交
流支援（交流室での宿泊、家
庭訪問等）

里親支援専門相談員

・アフターケア
・レスパイトケア
・地域の里親支援・実

習等受入
・委託推進等

子ども担当児童福祉司、児童心理士

・子どもの委託・解除、援助方針の決定
・子どもの心理面接など養育の相談支援等

（参考）乳児院・児童養護施設における取組事例 

 

【二葉乳児院（社会福祉法人二葉保育園）における取組】 

①家庭復帰に向けた取組 

・入所打診から入所日までの間に確認しておくこと 

・ 看護サマリーを確認 

・ 親の状況を確認 

・ 関係機関の関わりを確認 

・ 入所当日の同行者の確認 

・ 入所段階で考えている方針（家庭引き取りの有無。入所期間等）の確認 

・ 受け入れクラスの確認、当日までの準備、立ち会い者の確認 等 

・入所後から退所日まで 

・ 初回面会日には児童相談所の担当児童福祉司が同席 

・ 面会前日に体調確認の電話 

・ 面会室を活用した面会（親の状況に応じて定期的に面会） 

・ 面会を短時間から始めて、徐々に近隣の散歩や昼食介助を経て、外泊ヘと繋

げていく。外泊期間も段階的に増やしていく。 

・ 家庭復帰前に関係者会議を実施 

・ 多くのケースでは保育所の入所決定後に家庭復帰に移行 

 

②里親支援の取組 

・ 乳児院として、昭和 61 年から 30 年以上に亘り里親支援に取り組む。 

・ 里親支援に関わる職員は里親等委託推進員６人（うち里親トレーナー１人、里

親開拓コーディネーター１人）の他、乳児院の里親支援専門相談員･里親交流支援

員２人、新生児委託コーディネーター２人の計 10 人。 

・ 里親等委託推進員は臨床心理士や、精神保健福祉士、社会福祉士の資格を持つ

ほか、乳児院や児童養護施設、児童相談所等での職歴・経験を有している。 

・ また、里親等委託推進員を４か所の児童相談所に派遣（週４回勤務。週１回は

乳児院において、打ち合わせや合同研修・サロンの企画･運営等を実施。）してい

る。 

・ このような体制により、児童相談所職員と密接に連携しつつも、児童相談所と

は少し違う立場で、里親と児童相談所との橋渡しをしながら、職員の資格・職歴

等に基づく専門性の高さや、民間ならではの柔軟で・長期間に亘る継続的な支援

体制を活かした支援を行っている。 
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③地域支援の取組 

・ 地域子育て支援センター二葉として、市区町村から委託を受けて、以下の地域

子育て支援活動を実施。 

・地域子育て支援拠点事業（子どもや子育てに関する相談、育児支援情報提供、

保護者の仲間作り支援、親と子のひろばの運営） 

・一時保育事業（未就学児の一時的な保育） 

・子育て短期支援事業（ショートステイ） 

・ホームスタート（妊婦や未就学児がいる家庭を対象に、研修を受けたボランテ

ィアが無償で訪問し、育児や家事を一緒に行う家庭訪問型子育て支援）  等 

・ 職員は、地域活動ワーカー５人、一時保育２人、ふたばっこ（未就園児の少人

数集団保育）２人、ショートステイ専任２人 
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事業名 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

施設ケア事業

里親支援事業

産前産後母子支
援事業

予防・再統合
事業

特別養子縁組
（連携）事業

2018年1月～ 計画的定員減 一時保護委託、アセスメント等に特化

自治体・関係機関協議

← コンサルティング →

2017年6月～ リクルート・アセスメント・トレーニング

自治体・関係機関協議

10月社会福祉士採用

自治体・関係機関協議

2017年10月～ 事業開始

← コンサルティング →

2018年4月～ 事業開始

組織内検討・自治体・関係機関協議

2017年度後半～ 県や他の民間団体との連携 事業開始

← コンサルティング →

里親支援事業
・相談
・リクルート
・アセスメント
・トレーニング
・フォスタリングチェンジ

乳児院事業

2016年度

2020年度

移行期間

産前産後母子支援事業

・相談（妊娠葛藤相談含む）
・母と子の将来設計
・特別養子縁組へのつなぎ
・支援計画作成と支援調整

予防・再統合事業
・相談
・子育て短期支援事業
・養育支援訪問事業
・市区町村子ども家庭総合支援
拠点事業一部受託
・子ども期からの予防教育

特別養子縁組(連携)事業
・妊娠葛藤相談やうえだみなみ
乳児院母子支援チーム・施設
チームから県、特別養子縁組
団体を通じた特別養子縁組
・上記の連携機関を通して特別
養子縁組事業の実施について
検討

施設ケア事業
(里親で対応困難な一時保護委託・ｱｾｽﾒﾝﾄ
等、短期間の限定的経過的利用のみ)

【うえだみなみ乳児院（社会福祉法人敬老園）における取組】 

① 2020 年度までに、乳児院に里親支援事業、産前産後母子支援事業、予防・再統合

事業、特別養子縁組（連携）事業の機能を付加し、多機能化・機能転換を進めるこ

とを計画。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※調整中の内容を含む 

 

② 上記の多機能化・機能転換に向けて、長野県や近隣市町村と協議しながら計画的

に移行を進めており、平成 29 年度においては、里親支援事業や産前産後母子支援事

業、特別養子縁組（連携）事業に関して、先行して取り組む民間団体からのコンサ

ルティングも受けながら、取組に向けた準備を進めている。また、里親支援事業に

ついては、チラシの配布等のリクルート活動を開始している。 
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2017年度

フォスタリングチーム

・家庭支援専門相談員1名
・里親支援専門相談員1名
・里親リクルーター1名
・里親ソーシャルワーカー1名

2018年度

施設長

施設ケアチーム

・看護師1名
・保育士7名

家庭養育チーム

・家庭支援専門相談員1名
・里親支援専門相談員1名
・里親リクルーター1名

施設養育チーム

・看護師1名
・保育士7名
・養育支援員1名

施設長

施設養護職員

・施設長1名
・看護師1名
・保育士7名
・養育支援員1名
・家庭支援専門相談員1名

2016年度

16名

パーマネンシーチーム

・産前産後母子支援コーディネ
ーター1名

・予防・家族関係再統合コーデ
ィネーター2名(内兼務パート1
名)

13名

11名

2017年度

入所児減少による乳児
院事業の余剰人員を
新規事業に配置転換

予防・再統合

事業開始準備

産前・産後

母子支援事業

（補助金）2017年4月各1名配置
・里親支援専門相談員
・里親リクルーター

2018年度

2017年10月雇用期間
満了による職員退職

2017年10月新規採用
・コーディネーター1名

2018年4月異動配置
・常勤職員1名

乳児院事業から1名の保育士を
2018年4月から予防・再統合事業に異動

乳児院事業

措置費・定員9名

※2018年度は暫定定員
7名の予測

里親支援事業

（補助金）

③ 里親への移行等による入所児童数の減少に併せて、現行の予算事業も活用しなが

ら、計画的に職員の配置転換を進めるとともに、多機能化・機能転換に向けた職員

の増員等を進めることとしている。 
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【熊本乳児院（社会福祉法人熊本市社会福祉協会）における取組】 

・産前・産後母子支援事業の委託を受けて、特定妊婦等への支援を実施。 

（相談体制） 

・ 専任のコーディネーター１人を中心として、乳児院の職員の協力の下、24 時間

体制での電話受付体制を確保。 

・ その他、来所、メール、訪問による相談支援を実施。 

（関係機関との連携） 

・ 産科医療機関、助産師との協力体制を確保し、出産直前の特定妊婦等からの相

談受付時に迅速に対応出来る体制を確保。 

・ 中長期的な生活の場の確保のため、母子生活支援施設や民間シェルターと連携。 

・ 母子生活支援施設との協議により、出産前からの入所支援体制を確保。 

・ 生計支援に関して、生活困窮者支援を行う市町村窓口等と連携。 

・ 養育支援に関して、他の乳児院や児童養護施設とも連携。 

・ 法律事項に関する相談への対応のため法テラスと連携。 

（相談窓口の周知） 

・ チラシ配布、広報誌、ラジオ、ケーブルテレビを活用した相談窓口の周知。 

・ 若年の特定妊婦等への対応のため、ホームページ掲載やＳＮＳ（フェイスブッ

ク）による発信。 

（本事業を乳児院が取り組む上での強み） 

・ 新生児の養育経験値が充分にあること。 

・ 病児や障害児の養育を行い、そのスキルがあること。 

・ 保護者に対する日常の養育支援を実施（家庭訪問や来所による支援）するにあ

たり、そのスキルと実績を積んでいる。 

・ 乳児院に休日はなくいつでも来所して貰い一緒に施設内で過ごすことで適切な

子どもへの関わり方のモデルを見てもらうことができる。 

・ 保育士、心理士、看護師、栄養士、SW 等様々な職種の職員が勤務しておりチー

ムでの保護者及び子どもへの支援が可能である。 

・ 産科医療機関から直接乳児を預かることも多く、協力関係作りに要する時間を

省くことができる。 

・ 乳児院の職員は、家庭復帰支援や里親委託の過程において、保護者の生活に何

が必要かの観察も行っており生活支援を実施するにあたりそのスキルが活かされ

る。 
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【至誠大空の家（社会福祉法人至誠学舎立川）における取組】 

①小規模化・地域分散化の取組 

➢特色・運営上の工夫 

（地域小規模児童養護施設） 

・ 職員数：専任職員３人＋家事・宿直補助者 

・ 緊急時対応等のため、本体施設（各グループ間）

と内線電話を繋げ、日常的に連絡相談や緊急時対応

ができるようにしている。 

・ 本体施設の会議･研修に参加し、理念・支援方針・

情報等の共有で職員の専門性情報共有と資質の向

上を図っている。 

・ 子どもの安心安全、プライバシー保護のために、

子ども部屋の個室化を可能にする７ＬＤＫの一軒

家を賃貸で活用。 

・ 子どもの部屋は個室化。 

 

➢効果 

・ 「ふつうの暮らし」に近い生活環境と少人数でプライバシーの確保もできる

個室もあり、子どもが「自分の居場所」と思える生活体験が営みやすい。 

・ 子どもの生活に目が届きやすく、個別の対応もしやすい。「あなたを大切に

思っている」、「自分は大切にされている」と実感できる相互作用が生まれや

すい。 

・ 生活集団の規模が小さく、ストレスや刺激を軽減できる。  

・ 大人との安定した人間関係の中で自己肯定感を育てやすい。  

・ 日々の生活で調理や家事、暮らし方などが自然に身につき、将来の暮らしの

モデルをイメージしやすい。 

・ 近隣とのコミュニケーションを学びやすい  

・ 将来の暮らしのモデルをイメージしやすい  
 

②自立支援・アフターケアの取組 

➢取組方針 

・ 自立支援コーディネーター及び職業指導員が中心となり、子ども達が自分の希

望と適性に合った進路に進めるよう、また地域社会との交流や施設での生活を通

じて、他者との距離感や付き合い方を学び、自立後の家庭及び社会生活において

適応し、調和できる能力が養われるような支援を目指す。 

・ 措置延長を積極的に活用した進学・就労支援、経済的な安定を確保できるよう

各種奨学金・退所児童の自立支援事業（生活費・家賃・身元保証等）。 

 

➢具体的な取組内容 

・自分の希望する進路に進むための学力支援 

中学生・高校生の学力の向上のために、大学生の学習ボランティアや地域の学

習塾を積極的に利用している。 

・生活力向上支援 

小規模ケアによる生活技術の習得と高校生には自立後の生活を想定してもら

い、生活費や学費のシミュレーションを職員と重ねていく。現実を認識し、自立

のための必要な準備に繋げている。 
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・社会性向上支援 

自立に最も大事な人との繋がる力を養うために、高校生からアルバイト等の就

労体験（生活費・進学費用）、地域内企業だけでなく、法人内の保育・高齢者施

設の機能を利用、施設・地域内での行事等の運営体験で自信に繋げている。 

・関係支援団体との連携支援 

NPO 等団体や企業の社会貢献事業と連携し、奨学金の活用と各種の自立支援プ

ログラムの参加を中学生から勧め、子ども達の知識や社会性を拡げている。 

・就職・進学自立した青年のアフターケア 

・ 本人の同意を得て奨学金、貸付金の管理を支援。インケア時より、申請手続き・

運用等を一緒に進めている。 

・ 定期的に青年達が施設へ来園、職員が自宅訪問等で相談支援、状況を把握でき

る関係を築いている。 

・ 上記の支援を重ねていくことで、進学中から職場定着までの支援、離職時の再

就職・住居等の生活支援に繋がっている。 

・ 退所した青年達が集える場として、複数の児童養護施設が共同で主催するサロ

ン活動の取組が、相談や憩いの場として効果が出てきている。 
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相談支援 一時保護

地域連携地域支援

・ショートステイ・トワイラ
イトステイ

・一時保護委託
・里親レスパイトケア
・親子関係再構築支援 ①

・要保護児童対策地域協議会
・事例研究会 ③
・家族支援合同研修会
・自立支援協議会
・子ども若者協議会

・プレイルーム開放
・ベビーマッサージ協会
・子育てしつけ教室 ②

・24時間・365日対応
・電話・来所・通所
・養育訪問支援事業
・退所児童アフターフォロー
・乳幼児検診職員派遣

青字：都道府県
赤字：市区町村

【清浄園（社会福祉法人清浄園）における取組】 

・ 児童家庭支援センターを中核として、相談支援、地域支援、一時保護、地域連携

に取り組む。 

・ 職員体制：４人（常勤職員３人、非常勤職員１人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①親子関係再構築支援 

・ 入所児童の家族を対象に、一時帰省や、親子での調理や食事、宿泊体験などの子

どもとの関わりを、職員が見守りながら実施。 

・ 家庭復帰の際には、市町村担当者や学校関係者を招き、「家族応援会議」を開催

し、子どもの安全を中心とした家庭復帰後の支援体制について、家族とともに確認

を実施。 

②子育てしつけ教室 

・ 地域で育児不安や孤立感を感じている子育て中の親に対して、講座を開催して、

子育てスキルの向上や、それに伴う育児不安等の解消へと繋げている。 

 

③事例研究会 

・ 自治体職員、施設職員、小児科医等の一次予防から参事予防までの現場の最前線

を担う支援者が集まり、事例検討及び専門家による助言や講義等を実施。（毎月第

３金曜日の 19 時～21 時に開催）） 

・ これにより支援者の質の向上や知識及び技術の向上に繋げられている。 
 


